
2E28 デフレ環境下での 化学産業生存のためのレジ リェ ンス構造の分析 
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Ⅰ 序 表するなど世界ではより 効率的で、 身軽な企業になる 

市場の拡大や 世界市場の一体化、 規制緩和などによ 
ための戦略がぞくぞくと 取られている。 

0 日本の化学産業を 取り巻く環境は 激変し、 各企業は 
これに対して 日本の総合化学会社は 石油化学、 繊維、 

国単位、 もしくは世界単位での 再編を迫られている。 
医薬品など手広く 展開する事業をそれぞれが 行い、 需 

また、 産業基盤の高コスト 体質を持っわが 国は付加価 
要の落ち込んだ 部門を残しっ っ、 他の部門で穴埋めす 

値の高い製品で 勝負するしか 生きる道はなく、 確実に るという戦略を 取り続けた。 その結果、 互いに価格競 

実用化につながる 研究開発投資とより 厳格な選択と 集 
争を繰り返して 利益率を下げ 合い、 世界の流れから 置 

中を行い、 技術力をさらに 高めていく必要があ る。 一 
き 去りにされた。 また、 各部門の規模においても 世界 

方で、 消費者ニーズの 多様化・高度化や 環境への要求 企業のレベルには 到底 及はず 、 各企業が目先の 利益の 

が高まる中で、 安定供給や低価格・ 高品質など素材 産 
みを追求している 日本の現状が 相当時代遅れであ ると 

業への要求も 高まってきている。 本研究では先進して 指摘せざるを 得ない。 今後、 日本においても 合弁によ 

いる海外企業と 乗り遅れた国内企業を 比較し、 今後、 
る 規模の利益をもとに、 設備、 研究開発への キヤソシ 

取り得るべき 戦略について 考察する。 また、 化学産業 
ュ フローがいち 早く増加することへの 注目が高まり、 

における不確定要素の 抽出と共に、 変化に機敏に 対応 
M&A や戦略的提携などによって 規模の極大化や 経営 

できる最適レジ リェ ンス構造の提案を 行う。 
の効率化などが 急 ビッチで進められ、 再編の大津波が 

押し寄せるだろう。 

2  化学産業における 大再編の動き 
3  化学業界の現状 

ドイツでは、 ヘキスト、 BASF 、 Bayer が長年にわ 

たって 3 大総合化学コンツェルンとして 君臨してきた 経済産業省作成の 工業統計「産業 編 」より 1985 年か 

が、 1 9 9 9 年のへキストの 離脱を皮切りに 解体され 
5 2001 年の化学工業における 製品出荷額を 抜粋 し、 成 

た 。 理由はそれぞれの 企業が不採算部門を 切り離し、 
長軌道分析を 行った。 得られた名目データは 化学工業 

コアな領域のみに 自社の資源を 集中させる戦略を 取る 
の 卸売物価指数 (1995 年基準 ) を用いて実質 値 に修正 

ためであ る。 1 9 9 9 午にへキストはフランスの 大手 
した。 その成長過程を 分析するために 疫学モデルの 発 

化学企業ローヌ・プーランと 合併して、 医薬専業アド 
展 モデルであ る動的シーリングロジスティック 成長モ 

ベンティスに 変身し、 2 0 0 1 年に BASF は 医薬部門 
デル (LogisticgroWthfunction ㎡ thinadynamiccarrying 

を 売却し、 化学専業となる 戦略を打ち出した。 3 大 コ 
capac 町 、 以下 LFDCC  という。 ) を 用いた。 LFDCC  は 式 

ンツェル ン の中で、 Bayer のみが化学・ 医薬兼業路線 (1) で表される。 

を継続しているが、 業績の低迷のために 2 0 0 3 午に 

は 分社経営へ移行する 戦略を打ち出している。 さらに 

米国の デュ ボンが伝統的繊維事業を 分社化する事を 発 
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より抜粋した。 
/(t) 目 

KK 
( Ⅰ ) 国内企業データは 化学工業の WPI( 卸売り物価指数 ) 

，， " 。 ， P(-%).  壬 ピ毒テ Ⅰ eXp(- 町 ハ 
により、 外国企業は各国の GDP デフレータ一により 実 

            l 時点 ;; おける製品の 累積出荷額 
          潜在的市場規模の 上限 値 ( 普及天井 ) 質 化した。 それにより得られた 19  社の 2002  年の売 
"  : 市場規模が上昇し 始める点を表すパラメータ 
ゐ : 内的自然増加率 ( 採用数が無限に 成長ずる場合の 増加率 ) 上・財務・研究開発データを 表 2 に示す。 
， ， : 潜在的市場規模が ピ昇 し始める点を 表 す パラメータ 

        潜在的市場規模の 内的自然増加率 
表 2  19 企業の売上・ 財務・研究開発データ 

一 (2002 年 ) 一 1995 実質価格 
このモデルを 用いて得られた 結果を図 1 に示した。 

また、 この成長軌道のパラメータ 推定結果を表 1 に 示 企業名 実質売上高 (l0 億円 @  R0A(%@  切 S(%)  Ⅳ S(%) 
旭化成 Ⅰ 204.8 5.08 5. Ⅰ 6 4. Ⅰ 3 

三井化学 96l.6 3.27 4.45 4.09 
す 。 住友 ィヒ学 l02.8 4.94 6.76 6.55 

三菱化学 l797.0 t.55 1.96 4.75 
  宇部興産 542.6 2.15 3.27 2.l2 

431.5 田課 2.73 3.66 3.93   
） 24   680.3   3.l7 4.64 2.29 

  2423.6 5.73 7.03 6.l2 

邸簿 
    988.9 2.78 3.16 l.3 Ⅰ 

丑 22 
    853.4 一 3.87 -3.67 2.68 

        花王 846.9 14.47 13.32 4.47 
782.4 

  
8.90 Ⅰ 4.80 10.52 

鞘 20 
  仮沌使               借越化学 資生堂 595.5 3.85 4.33 6.23 

理甘使     コニカ 伸二 
5l5.6 0.92 0 ． 77 5.68 

        日立化成 485.3 3.l2 2.7 Ⅰ 4.76 

+e   甘及 天井       日 ASF 3783.3 7.53 8.20 3.52 

托 Ⅱ 
  3478.9 3.78 5.3l 8.70   2754.8 5.32 7.67 5.27 

  1983 1988 Ⅰ 993 1998 DowChemical 3l68.2 0.22 0.31 3.86 
a.RoA: 総資産営業利益率， OIS                                     営業利益率， 田 S     研究明光強度   

図 1. 化学工業の製品出荷額の 推移 
(1985-2001)  -  1995 年実質価格 

各企業の技術多角化度を 比較するために 各企業の研 

表 1  化学産業の成長黍道のパラメータ 推定結果 (1985-2001)  究 開発分野をもとに (2) 式 より HHI ( ハーフィン ダ 
        

23.6                         0 ． 999 

(180.08) (1.23) (7.54) (2.86) (6.12) 
ール指数 )  を計測した。 

(2) 
この分析結果を 見ると日本の 化学産業は 1990 年代                                                   

中盤から出荷額にあ まり変化が見られないことが 分か M 刀 @       各企業の t 午における     一 フィンダール 指数 

        各企業の t 午における全体の 研究開発費 

る 。 これは日本において 化学というものは 完全な成熟         各企業に存在するセバメントを 表す記号   
          L 午におけるセグメント @ の 研究開発費 

産業で、 市場規模そのものが 天井に近づきつつあ り、 

今後、 企業は売上高自体を 劇的に上昇させることは 難 それぞれのデータの 1995-1998 平均、 1999-2002 平 

しいということを 表している。 均を取った値を 表 3 に示す。 

化学企業は自社の 経営をより効率化し、 利益率をよ 
表 3-1 19 企業の売上・ 財務・研究開発データ・ 多角化度 

り 高めていく必要があ る。 以下の章で規模と 利益率の -  (1995.1998 平均 ) 一 1995 案 俺 価格 

関係、 多角化度と利益率の 関係についての 分析を行 う 。 介在名 丈甘 売上高ぃ 0 億円 )       01S R/'S       
旭化成 1209.2 4.96 4.88 4.54 0.68 
三井化学 8738 3.9l 5.52 4.52 0.68 
住友 @ ヒ牛   3.71 5.80 5.62 058 
温麦七半 14738 2.10 2.60 4.33 0.49 

4  データ構築 宇部興産 5895 2.82 4.@9             
東ソ一 368.l 4.46 G.2l 7.36           
昭和モ エ 666.0 3.8l 5.l3 318 0 ． 77 

本研究では日本の 化学企業のうち NTKK 鏑 I NET の 

ザ ，ランキング (2003 年 3 月更新 ) の売上高上位 15 

社を対象とし、 外国化学企業は ROA 上位 4 社 ( 化学 

経済 2001 年 2 月号 ) を対象とした。 

吉士フイルム             644 12.60 G.69 0.65 

大日本インキ 942.3 3.98 4.69 l.00 0.59 

租 水化学 27307       4.26 2.78 0.43 

花王 88) 0 8.95 7.94 4.47 0 ． 43 

倍 珪化学 6172 8.90 12.23 14.77 0 ． 44 

資生堂 5882 G.05 6.23 2.93 0.54 
コニカ 523.9 430 434 3.36 0.50 

日立化成 5285         497 3.79 0.63 

日 AS Ⅰ 2903.8 10.09 914     0.G2 本   2@56.l 10.06 10.17         0.63   27)79 7.73 n ・ 04 4.53 0.82 

                        27736 1365 1553 3.70 0.8l 

各企業の財務データはそれぞれの Annual Report                       戸部典子・ 穏 ソー． B. ば F ハ HH@ は l ㏄ @@ ‥ 20022 平均値上り推計 
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表 3.2 19 企業の売上・ 財務・研究開発データ   

一 (1999-2002 平均 ) 一 1995 実質価格 
全文名 真仮売上市 い 0 億円 )       OIS R/S 

旭化成 l217.l 5.74 5.69         
三井化学 gl l.0 4.@8 5.84 4. ね 

住友 t ヒ宇 987                 G.22 

三支牝牛 l687.2 2.50         4.25 

キ 坤輿 産 533.l 3.01 4.53 2.33 

東ソ一 3g3.l 3.62 4.90 G.48 

昭和Ⅰ エ 700.2 2.59 3.77 2.52 
吉士フイルム l637.2 632 10.18 G.OO 
大日本インキ 974.6 3.76         l.24 

積水化 牛 2985.0 せ 98 一 0.84 2.2l 

花王 8Gl.3 13.39 11.99 4.34 
佃越 i ヒ牛 743.4 8.36 13.77 11.44 

真生堂 G04.2 5.06 5.50 5.26 
コこカ 500.9 3.74 3.l7       
日立化成 
三 AS Ⅰ       

多角化度 

  
  
0 ． 72 

0 ． @2 

0 ． 73 

0 ．㏄ 

0 ． Gl 

074 
O.G6 

050 
O.G2 

037 
0.6l 
0.54 

o. ㏄ 

528.2 6.73 5.42 4.l3 0.62 
3516.7 G.37 G.82 368 0.69 
3199.6 6.97 8.38 8.28 0.79 
2792.5 5.6l 8.54 5.99 o. ㏄ 
30058 4.4g 5.Gl 3.89 0.80 
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ベルであ ること、 また、 規模の効果を 利用して利益率 

を高めていることを 表している。 3 章で示した よう 日 

本の化学工業は 成熟産業であ り、 今後利益を高めてい 

くためには世界市場で 競争に打ち勝っていかなけれ ば 

ならない。 そのためにも 世界トップの 企業と競えるほ 

どの規模を持たなければならない。 

5.2  企業の技術多角化度と 利益率 

と
 
利益 

術
調
式
 

技
 
を
は
 

の
係
果
 

業
関
結
 

企
 
の
 
帰
 

 
 

手
ユ
Ⅱ
 

l
 
１
 
」
 
@
 
ハ
 
一
 

率
  
 

 
 

 
 

ィ
ヒ
 

 
 

  す HHI と売上 

果を図 3 に示し 

研究開発の成果 

業
ま
業
 

営
 

。
 商
 

高
 

た
が
 

規模の効果と 利益率の関係を 見るために 1999-2002 化に至るまでタイムラグを 勘案して、 HHK は 4 年前の 

平均の日本企業の 総資産営業利益率 (RO めと売上高の 値を採用している。 

関係を分析した。 その結果は図 2 に示す通りであ り、 

式 (3) の回帰結果に 示されるよ う に約 1 兆円規模の企 

業が最も利益率が 良く、 それ以上大きくなると 逆に利 

益率が下がることが 分かる。 
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技術多角 伯 HH@(1995-1999 平均 ) 

図 3. ℡ 1 と OIS の関係 - 1995 実質価格   

" 。 000"""  " 美を売Ⅰ 蕎 " る ( 俺 9%2002" 平もⅠ兆円         

図 2. 売上高と ROA の関係 - 1995 年価格基準   

01S@=@-28@47+1061WHI@-82@55(HHl)2@+@10.56Z5@ adj@R1@=0@687@ (4) 
く 1 80 Ⅰ (192 Ⅰ (l 72 Ⅰ (578 Ⅰ 

0 パ二 5.05 一 1.54(S 一 1.04)2 千 8.39D 

(9.39)  (3.05) (4.54) 
ad び ・ JR, 二 0 ・ 696  (3)  この結果を見ると 高すぎる多角化は 利益率を下げる 

ことが分かる。 つまり、 多くの領域を 手掛けるよりも 

つまり、 日本の化学工業においてはそれほど 大きく 

ない同規模の 企業が互いに 刺激しあ いながら利益を 上 

げていく環境が 最も適している。 

図 2 には、 ROA トップの海覚 4 企業も比較表示して 

いるが、 最適売上規模は 日本の化学企業より 3 倍程度 

大きいことを 示している。 これは市場がバローバルレ 

特化した領域に 経営資源を集中させ、 選択と集中戦略 

路線を追及する 企業が利益率を 高めることができる。 

しかし、 この分析においては 日本企業と海外企業の 差 

を見ることはできなかった。 これは両者の 規模の違い 

が 大きすぎる為に 単純に多角化度を 比べることができ 

ないからであ る。 
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これまで見てきたように 日本の化学工業は 成熟産業 

であ り、 企業は売上高よりも 利益率を高めていかなけ 

ればならない。 しかし、 日本の化学企業の 多くは沢山 

の領域を手掛けるデパート 型の経営戦略を 取り続け、 

各企業が互いに 利益率を下げあ っている。 一方、 世界 

で売り上げを 伸ばしている 海外企業を見ると M&A な 

どによる斬新な " 選択と集中 " 戦略を推し進め、 規模 

の効果を活用し、 利益率を高めている。 今後は日本企 

業も世界市場で 大きな利益を 得るために " 選択と集中 " 

戦略により資源を 特化した領域に 集中させると 共に 

M&A などを活用して 規模の拡大も 図っていく必要が 

あ る。 

実父売上高 :s: 兆円 

図 4. 世界基準へのシフト   

6.2  今後の課題 

前章で述べたように 今現在の多角化度の 国内企業と 

海外企業の比較はもともとの 規模の違いにより 比較す 

ることはできなかったが、 ここ数年の多角化度の 変化 

を 見ると海外企業は 減少傾向にあ るのに対して 日本企 

業は現状維持もしくは 上昇傾向にあ る企業が多い。 ま 

た、 電気機械産業などを 見ると技術多角化度が 大きけ 

れば大きいほど 利益率が極端に 上がるという 傾向にあ 

る 。 ( 松本， 2003[14]) 今後の研究においては 

① 企業の多角化と 利益率の相関について 時間的な 

変化や時代背景などを 盛り込んで進めて 行き、 

② 化学産業特有の 成長支配要因を 抽出して、 日本 

の 化学産業界最適レジ リェ ンス構造の提案をし 

ていきたい。 
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